
 - 28 - 

言語文化と日本語教育 2002 年 5 月特集号                             【展望論文】 

 

Processability theory に基づいた第二言語習得研究 
 

 

峯 布由紀 
 
 

要    旨 
本稿では Processability theory(言語処理可能性理論: 筆者訳)の概要や理論的背景、第二言語習得研究等でどのような影響

を及ぼしているか、また、この理論に対する批判等を考察しながら、Processability theory の妥当性を概観した。更に、こ

の理論を用いて行われた日本語の習得研究を紹介し、ここで示された日本語の発達段階を、Processability theory を用いて

いない日本語習得研究の成果と比較、検証した。 
これまでの日本語の習得研究では、特に、｢は｣｢が｣の習得、およびヴォイス(受身、使役、授受表現)の習得研究におい

て、日本語の習得にはどこに焦点を当てて話すか、誰の立場で話すかといった視点の習得が必要であり、そして、それは

習得困難な項目であると指摘されている。しかし、Processability theory で示される発達段階にはそれが考慮されておらず、

現在の Processability theory に基づく研究により示された日本語の発達段階では予測範囲が限られていると思われる。日本

語においても Processability theory の妥当性は横断および縦断研究により実証されてはいるが、視点の習得を考慮した発達

段階の枠組みの再構成により、日本語の発達段階の予測可能な範囲が拡大し、精緻化すると期待される。 
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1. はじめに 

Processability theory (言語処理可能性理論: 筆者訳, 
以下 PT と称す)とは｢それぞれの言語発達段階にお

いて学習者が言語処理可能な文法構造を予測する理

論である(Pienemann 1998a, xv 筆者訳 1)｣。 
この PT は Multidimensional Model (Meisel, Clahsen 

& Pienemann 1981; Pienemann 1984, 1989; Pienemann 
& Johnston 1987; Pienemann, Johnston & Brindley 
1988; Pienemann, Johnston & Meisel 1993)を発展させ

たものである。Multidimensional Model は、ZISA 
(Zweitsprachenwerb Italienischer und Spanicher Arbeiter 
イタリア人とスペイン人労働者の第二言語習得：筆

者訳) 研究 2で得られたデータをもとに Pienemann
と Johnston が開発したモデルである。イタリア語

母語話者とスペイン語母語話者の移民が独語をどの

ように習得するか、横断及び縦断的手法により発話

の記述的研究を行い、それをもとに普遍的な発達段

階を示したものである。また、このモデルを用いて

英語の発達段階も示され (Pienemann & Johnston 
1987; Pienemann et al. 1988)、土井・佐々木(1987)に
おいては、外国語教育への応用の可能性を秘めた理

論として詳しく紹介されている 3。 

しかし、この Multidimensional Model では言語操

作(語順の変更等)で発達段階を説明しており、この

説明では発達段階がなぜこの順序で起こるかの説明

に限界があった。例えば、全ての形態素の習得段階

を言語操作の枠組みで説明することは困難である。

そして、この限界から、新たな理論的枠組みを用い

て言語発達段階を説明しなおした理論が PT である。

発達段階は Multidimensional Model で扱った横断お

よび縦断的記述研究のデータをもとにしているため、

それぞれの段階に属する言語項目は Multi-
dimensional Model で示されていたものと基本的には

同じである(Pienemann 1998b 参照)。 
PT は、全ての言語に共通する、第二言語の普遍

的な発達段階を、学習者の言語処理能力の発達とい

う観点から説明する。この発達理論が妥当なもので

あれば、各第二言語発達段階において発話可能とな

る言語項目を推測可能なものとし、また、学習者が

どの段階に属し、何が習得可能かを予測することが

可能なものとなる。 
日本語の習得研究においても日本語の文法項目の

習得段階を模索する研究がなされているが(長友

1998 参照)、その多くがある特定の項目に焦点を当
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てた研究であり、このような局部的な習得研究では

習得順序の全体像は把握できず、その研究成果を教

育現場に応用することは難しい。 
例えば、取り立て助詞の｢ハ｣の習得について、

｢対比のハ｣は｢主題のハ｣より習得が遅い、あるいは

難しいということが言えたとしても、どの時点で

｢対比のハ｣を教えれば効果的かということは言えな

いのである。 
そこで、本稿では、PT (Multidimensional Model を

含む)に基づく日本語の習得研究を概観し、他の日

本語習得研究で報告されている結果と照応させなが

ら、今後の日本語習得研究における PT の可能性に

ついて展望を探りたいと思う。 
 

2. Processability Theory の概要 
ここでは、まず、PT の理論的枠組みと研究手法

を述べ、そこから導き出された第二言語の発達段階

を提示し、ここで説明される学習者の多様性につい

て述べる。また、PT から導き出された、教授可能

性の仮説を紹介し、さらに、この研究が第二言語習

得研究でどのような位置付けとなり、習得研究や言

語教育の現場でどのような貢献をするものであるか

を概観する。 
2.1 理論的枠組みと研究手法 
まず、PT に示される発達段階がどのような理論

のもとに行われているのか、また、どのような研究

手法を用いて研究が行われているのかについて概要

を述べる。 
2.1.1 理論的枠組み 

PT は Lexical-Functional Grammar (Kaplan & Bres-
nan 1982 語彙機能文法)と Incremental Procedural 
Grammar (Kempen & Hoenkamp 1987 漸進的処理文

法: 筆者訳)、これらを取り入れた Levelt (1989)のス

ピーチモデルをもとに、第二言語習得の発達段階を

理論的に説明するものである。Lexical-Functional 
Grammar、Incremental Procedural Grammar、どちら

も語彙に含まれる情報(意味、統語、音声)を最小単

位として取り扱い、それが配置され、文の意味が形

成されると説明する。どちらも機械翻訳プログラム

等に応用される言語理論である。以下にそれぞれの

特徴について簡単に説明する。 
Lexical-Functional Grammar では、いわゆる変形文

法(Transformational Grammar)や関係文法(Relational 
Grammar)とは異なり、文の構造を表層構造のみで

とらえる。従って、文法関係(主語、目的語)などの

転換規則を認めない。語彙(形態素や活用語尾もこ

れに含まれる)に意味や統語規則に関わる情報が含

まれ、それが配置され、各階層による情報のやりと

りにより、意味を形成すると考えられている。言語

構造は平行する二種類の構造で明示的に説明される。

C(constituent)構造と呼ばれる句構造と F(functional)
構造と呼ばれる機能構造である。C 構造は、当該言

語の句構造規則に従い、枝分かれ図を用いて示され

る。この規則には意味は反映されず、形式のみを扱

う。意味解釈は F 構造で決定され、また、文法機

能(主語、目的語、述語等)も F 構造で示される。F
構造には文法機能や、語彙を単位とする意味情報

(動詞が何項動詞であるか、時制、性、数、人称な

ど)が階層的に示され、文法素性はここで照応が行

われる。一旦処理されて保持された情報も、次の段

階の情報として利用される。そして、F 構造で示さ

れた機能を C 構造で示された句構造に対応させる

ことにより、文の構造が明示的に示される。 
この F 構造に示される要素は言語に関係のない

普遍的な概念構造を示す。Lexical-Functional Gram-
mar は当該言語特有の C 構造と語彙情報、普遍的な

概念構造を示す F 構造で成り立ち、いかなる言語

もこの構造により説明可能であるとされている。 
Incremental Procedural Grammar は、言語産出の過

程を心理言語学的に説明するものである。その説明

によると、言語産出は語順に沿って逐次的に行われ

るが、語彙、句、文構造といった複数レベルの処理

が順次に並行して行われる。言語情報はレベル間で

漸次的にやり取りが行われる。ここで示される言語

産出過程は Lexical-Functional Grammar の、語彙情

報、C 構造、F 構造によって示される言語構造と適

合する。 
これら二つの文法理論を取り入れ、Levelt (1989)

は以下のスピーチモデルを提唱している。このモデ

ルによると、まず、発話意図は概念化され、文法化

装置に送られる。そこでは、語彙レベル、句レベル、

文レベルと処理されていく。その処理過程は逐次的

であるが、最初の処理が終わらないうちに次の処理

が始まるというように、平行して行われる。そして、

句レベル、文レベルで、情報が交換され、数、性、

時制といった文法素性の統一が行われ、発話となる。 
以下、Levelt のスピーチモデルの特徴を挙げる。 
(1) 処理をする情報によって脳内の処理過程は決
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まっており、情報は自動的に処理される。 
(2) 文法処理は文法メモリーにアクセスする。通

常は無意識的に行われる。 
(3) 処理過程は漸次的(incremental)に行われる。つ

まり、意味伝達内容が、概念化装置の中で語

彙レベル、句レベル、文レベルと逐次進行的

に平行して情報処理が行われる。 
(4) 処理後の言語発話は線的であるが、語順が入

れ替わったりするため、意味も線的に配列さ

れるとは限らない。その場合、情報はメモリ

ーに一時保留される。 
Levelt (1989)のスピーチモデルは、発話の運用モ

デルを Incremental Procedural Grammar によって説明

し、そのプロセスに関わる情報の構造を Lexical-
Functional Grammar を用いて示したものと言えるで

あろう。 
2.1.2 研究手法 

Pienemann (1998a)は Levelt (1989)のスピーチモデ

ルを用い、言語の処理制約からその発達段階を説明

している。詳細は 2.2 で述べるが、当然、その研究

で扱う資料は学習者の発話に限られる。発話では、

学習者は瞬時に頭の中のアイディアを記号化し、言

葉に変えなければいけない。発話では、学習者の限

られた言語能力で瞬時に行われた処理が言葉となっ

て現れてくる。この学習者の発話を横断及び縦断的

手法を用いて、記述的に発達段階が検証される。 
では、何を基準にある言語項目が｢習得された｣と

判断するか、これに関して、習得研究における統一

された見解はない。現在に至るまで、各研究者によ

って異なる基準が設定され、習得研究が行われてい

る。英語の形態素習得研究では義務的生起箇所に占

める形態素の正用割合からその習得順序を述べる 
(Dulay & Burt 1973, 1974)、あるいは正用率 90％以

上で最低５つの使用を基準に｢習得された｣と判断 
(Brown 1973: 258)がなされている。しかし、この手

法は目標言語を基準に中間言語を分析しており、正

用順序のみで第二言語習得を記述することには限界

があるとして、PT では対象とする言語項目の出現

を｢習得が始まった｣として分析に用いる立場をとっ

ている (Meisel et al. 1981; Pienemann 1984, 1989, 
1996, 1998a; Pienemann et al. 1988, 1993)。 

Pienemann (1998a: 144)では、形態素が習得された

と判断する基準に関して、異なる複数の語彙環境で

の使用、４回以上の義務的生起箇所、60%以上の正

用率、0％の過剰使用という基準を設けている。し

かし、基本的には、習得よりも出現を重んじており、

義務的生起箇所数、正用数、誤用数、過剰使用数を

明記し、誤用がどの発達段階の制約に起因するもの

であるか、誤用の起こる言語環境を調べる分布分析

を提案している。 
Pienemann (1998a)の習得基準については、なぜ

60%以上なのか、検証可能な理論と謳ってはいても、

正用率が 58％の時や、義務的生起箇所での正用率

が 100％で 2％の過剰使用が見られた場合はどう扱

うのかなど、習得基準の設定が曖昧であるとの指摘

もある(Jansen 2000: 33)。 
しかしながら、Pienemann (1998a)でも述べられて

いるように、同じ学習者でも話す内容やタスクによ

り、発話の特徴が変わり、誤用の割合等も変化する。

また、扱う言語項目によっては充分な出現を期待で

きないものもある。このことから、全ての言語項目、

全ての会話データで扱える習得基準を設定すること

は困難であろう。この習得基準の設定については、

PT に基づく研究に限らず、自然発話を対象とした

言語習得研究に伴う問題でもある。 
この解決策として、PT に基づいて行われた研究

(Di Biase & Kawaguchi in press; Kawaguchi 2001)では、

義務的生起箇所数、正用数、誤用数、過剰使用数、

誤用がどのようなもので、どの段階に属するものか

という分布分析の結果が明記されており、後の研究

での比較及び再検証も可能なものとなっている。こ

のような研究の積み重ね、その比較検証により生み

出される成果は価値あるものと予想される。 
2.2 第二言語発達段階 
コンピューターを常時使う人にはわかるであろう

が、図や写真など、メモリーサイズの大きいものを

扱っていると、コンピューターが動かなくなってし

まうことがよくある。メモリー不足が原因であるが、

これと同じように、人間の脳内で言語処理に使われ

るワーキングメモリー(Working Memory)にも一度に

処理できる情報量には限度がある。 
この限度から第二言語の発達段階を説明するのが

PT である。母語話者は文法など意識せずに話をす

る。Levelt (1989)のスピーチモデルにも述べられて

いるように、一般的に文法は無意識のうちに自動処

理される。意識が向かうのは話されている内容の方

である。使う言葉や文法を意識していたら、話すス

ピードは遅くなるであろう。一方、学習者は文法の
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自動処理がスムーズにいかない。意識的に処理をし

なければならず、その処理はワーキングメモリーで

行われる。ここで、意味情報だけでなく、統語情報

の処理も行われるのである。 
PT は Incremental Procedural Grammar (Kempen & 

Hoenkamp 1987)で示される｢語彙処理⇒範疇化処理

⇒句処理⇒文処理⇒複文処理｣といった統語情報の

処理の階層をもとに、この階層の順に言語処理過程

が発達すると説明する。そして処理可能な言語構造

はその発達段階の処理制約を受けるため、どのよう

な言語項目が、各発話段階で発話可能かを明示的に

提示する理論である。 
下表 1 は第 1 段階から第 5 段階へと、言語処理過

程と文構造が発達する過程を示す。この発達過程に

おいて、下位の言語処理は上位の処理に必要不可欠

なものであり、したがって、上位の段階に行くには

下位の段階の習得が不可欠であり、この順序を変え

ることはできない。つまり、表 1 の第 1 段階の言語

処理ができなければ、第 2 段階へ進むことは不可能

である。 
この理論は言語発達のメカニズムを説明するため

のものではなく、中間言語がどのように発達するか

を明示的に提示することに焦点を当てたものである。

言語処理が自動化され、上級へと進むにつれて、処

理可能な言語情報量は、語彙から句、句から文へと

次第に増えて行く。PT は、このように処理可能な

言語情報量が増えるに従って、使用可能な文構造が

複雑化し発達していくという段階を明示的に示し、

習得段階を検証可能なものとしている。 
 PT に示される言語処理の階層性は、前述の

Lexical-Functional Grammar によって示される文の構

造により、予測可能なものとなっている。Lexical-
Functional Grammar では C 構造と F 構造、統語情報

の照応が明示的に示され、どの統語レベルでの照応

であるかが一目でわかる。つまり、 Lexical-
Functional Grammar を用いて示される言語構造から、

どの段階の言語処理であるかが明示的に示されるた

め、調査対象が何語であれ、どのような形態素であ

れ、PT ではその習得段階が予測可能なものとなる。 
更に、Pienemann (1998a)は、学習者に見られる発

話の多様性について、Hypothesis Space (仮説空間：

筆者訳)という言葉を用いて説明する 4。文法的に正

確な発話をする学習者もいれば、ブロークンな発話

をする学習者もいる。この多様性もまた、発達段階

の言語処理の制約によって説明されるのである。 
上図１は発達段階とその Hypothesis Space を示す。

図の下から上へと縦に発達段階が進むことを示し、

図１ Hypothesis Space development and variation 
(Pienemann, M. 1998a. Language processing and second 

lannguage development: Processability theory.の Figure 
6.1-1. (p.232)より引用) 

 final state 

V1  V2  V3   …..  Vn 

 

 

 

 

Initial State 

 

hypothesis space stage 4 

  stage3 

stage2 

stage1 

stage n-1 

表１ 言語処理過程の階層（Pienemann 1998a, 和訳説明: 筆者）    

段階  Process procedure 
（言語処理過程） structural outcome  発話の文構造 

    
第 1 段階 Word/lemma access  

（語彙処理）    
word 語彙や決り文句だけに限られる。 

第 2 段階 the category procedure 
（範疇処理） 

lexical morphemes     統語的照応を伴わない形態素が使用される。

典型的な語順に沿っている。 

第 3 段階 the phrasal procedure 
（句処理） 

Phrasal info. exchange  修飾された名詞句など、句内での統語的照応

が行われる。 

第 4 段階 the S-procedure 
（文処理） 

inter-phrasal exchange  文中の句間で統語的照応が行われる。 

第 5 段階 the subordinate clause procedure 
（従節処理） 

main and sub clause  主節と従属節の間で統語的照応が行われる。 
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横の幅は同じ段階に見られる多様性の幅を示す。発

話可能な言語項目は各発達段階の言語処理の制約に

より決められるが、同じ stage 4 (第 4 段階) に属す

る項目であっても、学習者によって使用、不使用、

誤用といった多様性が見られることを表わしている。 
PT は学習者が各発達段階で発話する項目を予測

するものではなく、各段階で何が発話できないもの

か、何が習得可能なものかを示唆する理論である。

そして、その Hypothesis Space とは PT で示される

発話可能な範囲の中で、同じ段階に属する学習者で

あっても、学習動機や社会環境などの要因により、

その発話には多様性が見られること、つまり、各段

階における多様性の幅を説明するものである。 
2.3 教授可能性の仮説 (Teachability Hypothesis) 
授業によって、言語習得順序を変えることは可能

であろうか。もし、変更可能であれば、学習者の内

的要因に基づいた制約を前提とする PT の妥当性は

失われることとなる。 
Pienemann (1989, 1998a)はイタリア語を母語とし、

独国で独語を学ぶ小学生 10 名、及び、外国語環境

で独語を学ぶ初級の大学生 3 名を対象とした縦断的

調査結果から、以下の結論を導き出し、『教授可能

性の仮説』として提唱した 5。 
①授業で言語の発達段階を変更することは不可能

である。しかしながら、②学習者の現在属する発達

段階の制約を受けない項目については授業効果が見

られる。③授業効果は学習者の属する発達段階によ

り制約を受けるが、発達段階を考慮した授業は習得

を速めるという効果がある。 
これは、Krashen(1981)の提唱するインプット仮説

に類似する。インプット仮説によると①習得可能な

インプットは自然な習得順序に従う。②習得可能な

インプットとは、学習者の現在の言語能力レベルよ

りほんの少し高いレベルのインプット、すなわち、

“i+1”レベルの理解可能なインプットに限られる

(“i”は学習者の現在の言語レベルを意味する)。 
しかし、インプット仮説では、教授可能性の仮説

とは異なり、学習者の現在の言語能力のレベルで習

得可能なものが一体何なのかが具体的に示されてい

ない。したがって、語学教師はこの仮説をもとに授

業を改善しようとしても、学習者にとって何が習得

可能かという言語項目は経験に頼るしかほかないの

である。一方、教授可能性の仮説は言語構造をもと

にした発達段階を前提にしているため、習得可能な

ものがある程度予測がつくものとなっている。言語

教育の現場や研究に使用可能な理論と言えよう。 
2.4 第二言語習得研究における位置付け 

1970 年代に行われた英語の形態素の習得研究で

示された調査結果から、年齢、環境、母語等の外的

要因に影響を受けない第二言語の普遍的な習得順序

の存在に脚光が当てられるようになった(例. Dulay 
& Burt 1973, 1974)。しかし、形態素研究では、研究

によって異なる習得順序が示され、またその順序を

決定する要因についても統一した結論を出すに至っ

ていない (英語の形態素研究の詳細については

Goldschneider & Dekeyser 2001 参照)。 
Krashen (1981)の提唱するモニターモデル(インプ

ット仮説を含む)は学習者の内面に目を向け、習得

過程の説明を試みたものであり、言語習得研究のみ

ならず言語教育においても多大な影響を及ぼしてい

る。しかし、その内的要因がどのように発話に現れ

るかという測定可能な理論ではないため、実証不可

能という致命的な欠陥を抱えている。それ故に、こ

のモデルに対する批判も数多くなされている(Ellis 
1994; Lightbown & Pienemann 1993; McLaughlin 1978; 
White 1987)。 
前節で述べたように、PT は実証可能な形で発達

段階を示したという点で、言語教育現場のみならず、

言語習得研究においても応用可能な理論である。 
近年、授業効果を調査する研究において、PT の

発達段階をもとにした評定が用いられている

(Mackey 1999; Mackey & Philp 1998; Spada &   
Lightbown 1993, 1999)。また、PT を考慮に入れた言

語指導も提案されている(Long & Crookes 1996)。 
PT は発話における言語の発達段階のみを示すも

のであり、他の言語習得研究で扱っているような、

言語理解や input がどのように intake に変わるか等、

言語習得の全体像については説明できず、限られた

範囲のみしか説明できないと指摘されている(Ellis 
1993, 1994; Hudson 1993)。そして、この点について

は、Pienemann (1989, 1998a) も認めている。しかし、

言語理解と言語産出は、人間の脳内で異なる処理に

より行われているということは、言語障害における

研究で指摘されていることである(今井 1979 参照)。
確かに、現状の理論で示される範囲に限界はあるが、

一つの理論で言語習得に関わるプロセスの全てを説

明すること自体に無理があるのではないだろうか。 
ここで示された発達段階は、これからの研究によ
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り拡張可能なものであり、普遍的な言語の発達段階

を学習者の内面的な要因から説明し、しかも、実証

可能なモデルを提示したということで、評価される

べき研究理論と言えよう。 
 

3. Processability theory に基づく日本語習得研究と

その検証 
PT の妥当性ついては英語、独語、スウェーデン

語、デンマーク語、ノルウェー語、イタリア語の第

二言語習得研究で検証され、実証されており (Di 
Biase & Kawaguchi in press; Glahn 2001; Pienemann 
1998a 参照)、日本語においてもその妥当性が認め

られている(土井・吉岡 1990; Di Biase & Kawaguchi 
in press; Kawaguchi 1999, 2000, 2001) 6。Sabourin 
(2001)が指摘するように、語族の全くことなる日本

語においての PT の立証は、この理論の妥当性を確

固たるものとするものと言えよう。 
ここでは、PT に基づいて行われた研究を紹介し、

それを他の習得研究と比較し、検証及び考察を行う。 
下表２は PT の発達段階のモデルを基にして行わ

れた研究、①土井・吉岡(1990)の｢は｣｢が｣｢を｣の習

得研究、②Kawaguchi (Di Biase & Kawaguchi in press; 
Kawaguchi 1999, 2000, 2001)の研究、によって示さ

れた日本語の発達段階である。 

土井・吉岡(1990)は、以下に示す Pienemann(1987)
の Multidimensional model をもとに、｢は｣｢が｣｢を｣

の発達段階の仮説を立て、調査を行った。このモデ

ルは前述したように PT の発達段階と基本的には同

一である。しかし、Pienemann (1987)のモデルでは

以下のように説明されるが、表１に示す Pienemann 
(1998a)のモデルでは Pienemann (1987)の第 4 段階と

第 5 段階が同じ文レベルの処理として統合され、第

4 段階(文処理過程)のものとして扱われている。 

Pienemann (1987: 76-77)の発達段階のモデル 

第 1 段階：語彙、決り文句が言える。 
第 2 段階：典型的な語順で話ができる。 
第 3 段階：文頭の言葉を文末に、文末の言葉を文頭に移 

動ができる。しかし、主語―述語といった、言葉を

つなげる際に必用な特別な文法知識はない(例. Yes-
terday, I sick./ I sick, yesterday)。 

第 4 段階：文の構成要素(element)に対する認識ができ、 
文中の語を前や後ろに移動することができる（例．

Can you tell me?）。 
第 5 段階：様々な構成要素(element)が使えるようになり、 

単文構造の中でその操作も自由にできるようになる

(例．What are you studying at Tech?)。 
第 6 段階：複文構造の中での構成要素(element)の操作が 

できる。 
 

表２ PT に基づいた日本語の発達段階 

段階 特徴 土井・吉岡 
(1990) 

Kawaguchi 
(Kawaguchi 1999, 2000, 2001,  

Di Biase & Kawaguchi in press) 

第１段階 word/lemma 基本形  食べます 

第２段階 

lexical-semantic morphemes 
動詞、名詞の区別が行われる 
語幹と活用語尾の区別はできない 

 語順（動詞が文末に来る） 
食べますか 
食べました 
食べません 

第３段階 

phrasal morphemes 
語幹と活用語尾の区別ができる 
 

• X は[文] 飲まない(nom-a+nai) 
飲む 
飲んだ 
飲んで（います/ください） 

• に（与格） 
• 適切に格助詞が使える 
• 語順を変えて話せる 

食べながら、  
食べれば、 

食べられる(受身) 
食べさせる(使役) 

第４段階 

 
Inter-phrasal morphemes 
句を超えた統語的情報の 
照応が行われる 

• (主語)が 
• (目的語)を 

～てあげる/くれる/もらう(受給表現) 
注.土井・吉岡(1990)が参照した Multidimensional Model(Pienemann 1987)はこの表での第 4 段階を二つに分け、第 4、第 5 として

いたため、土井・吉岡(1990)の論文中には｢が｣｢を｣は第 5 段階として論じられている。ここでは Pienemann(1998,p9)をもと

に、表を構成したため、土井・吉岡(1990)の論文とは第 4 段階が異なる(本文参照)。 
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ここでは、混乱を避けるため Kawaguchi の研究

と同様に、表 1 に示した Pienemann (1998a)の段階

を用いる。したがって、土井・吉岡 (1990)が第 5
段階として扱っていたものは、この論文では第 4 段

階として扱う。 
以下、表 2 とこれまで発表された日本語の習得順

序の研究と比較し、①助詞｢は｣｢が｣｢を｣の習得、②

ヴォイスの習得、の二つに焦点を当て、日本語の発

達段階について考察する。そして、この比較考察か

ら、日本語の発達段階のモデルを再構築する。 
なお、日本語の習得研究で、助詞と動詞形態素を

扱った研究の手法と結果を、稿末資料の表に記した。

本文中では各論文の研究手法などにはあまり触れな

いので、この資料を参考にされたい。 
3.1 助詞｢は｣｢が｣｢を｣の習得について 

土井・吉岡 (1990)は先に述べた Pienemann (1987)
の発達モデルをもとに以下の｢は｣｢が｣｢を｣の発達段

階の制約モデルを想定した。 

｢は｣｢が｣｢を｣の発達過程の制約(土井・吉岡 1990) 
• 主題の助詞｢は｣が特定の名詞(あるいはその他

の品詞)に付くかどうかは、後続の内部構造と

はほとんど関係がない。 
⇒ 第 3 段階の制約を受ける。 

• ｢が｣｢を｣の習得は動詞との関係が｢は｣よりも密

接で、言語運用上の制約を受ける。 
⇒ 第 4 段階(原文：第５段階)の制約を受ける。 

これにより｢『が』と『を』を正しく使用する学習

者は必ず『は』も正しく使用するが、『は』を正し

く使用する学習者が必ずしも『が』と『を』を正し

く使用するとは限らない。｣という仮説をたて、検

証を行った。そして、調査の結果、｢は｣⇒｢を｣⇒

｢が(目的格)｣｢が(主格)｣の順で習得が進むことが示

され、仮説は立証された。 
ここで、土井・吉岡の扱ったデータにどのよう

な文が出現していたかわからないため断言はできな

いが 、他の成分につく｢は｣は第 3 段階と思われる

が、主格主題の｢は｣は第 2 段階から出現可能なもの

と言えるのではないだろうか。｢は｣は主題でありか

つ主語もマークするという点、また一般的に主語は

主題になりやすいという点から、主語に｢は｣がつく

形は日本語の構文において典型的と思われる。英語

の習得段階で典型的な語順｢SVO｣の習得と、日本

語の｢S は V｣という語順の習得は同等のレベルのも

のとしてみなせないだろうか。 
しかしながら、ここで示された習得順序、｢は｣⇒

｢を｣⇒｢が(目的格)｣｢が(主格)｣という順序は、猪崎

(1995)、小森・坂野 (1988)、Yagi (1992)の調査でも

同様の順序が認められており、普遍的なものと思わ

れる。 
八木 (1996)の調査による学習者の作文に現れた

｢は｣｢が｣の正用率は、｢は(主題)｣の正用率が 77.1%
であるのに対し、｢が(対象)｣の正用率は 100%であ

った。この｢が(対象)｣⇒｢は(主題)｣という正用順序

は上に挙げた習得順序に反する。しかし、使用数を

見ると、｢は(主題)｣の使用数が 83 文であるのに対

し、｢が(対象)｣の使用数は 3 文のみである。このよ

うに、｢が｣の使用数が圧倒的に少ないことから、こ

の正用順序の結果は他の研究で述べられている｢は

(主題)｣⇒｢が(対象)｣という順序を否定するものとは

言えないだろう。 
一方、市川 (1989)は｢は｣の誤用の実態から、と

りわけ談話レベルの｢が｣と｢は｣の使い分けが困難で

あることを指摘している。また、他の横断的な研究

調査においても、主格主題の｢は｣、決まった表現形

式に用いられる｢が｣7、疑問詞に続く｢が｣の習得は

早いが、従属節の｢が｣、新出既出、総記など談話的

要素が関係する｢は｣と｢が｣の使い分けが難しいとい

うことが報告されている(長友 1991; 花田 1994; 八
木 1996)。 
更に、富田 (1997)は、アメリカの大学で日本語

を勉強する４つのレベルの学習者(英語話者 29 名、

韓国語話者 3 名、中国語話者 3 名)にクローズテス

トを行い、ローカル環境(含まれる文の構造で使用

が決定されるもの)の｢は｣と｢が｣、グローバル環境

(文脈から使用が決定されるもの)の｢は｣と｢が｣の習

得を誤答率の減少から調べた。ここで示された習得

順序はローカル｢は｣⇒ローカル｢が｣⇒グローバル

｢は｣⇒グローバル｢が｣の順であった。 
石田 (1991) 、井内 (1995)の行った調査結果では、

｢は｣｢が｣よりも｢を｣の正用率が高く、先に示した

｢は｣⇒｢を｣⇒｢が｣という順序と異なる。しかし、井

内(1995)では、連体修飾節の導入で｢は｣｢が｣の誤用

が増えたことが述べられている。このことから、両

研究とも誤用分析にあたって、主節、従属節、グロ

ーバルといった使用環境の違いを区別せずに正用率

を出しているため、従属節やグローバル環境の｢は｣

｢が｣の誤用が影響し、このような正用順序となって
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現れたと推察される。 
以上の研究を統合し、｢は｣｢が｣｢を｣の習得段階を

Processability theory に照らし合わせて考えてみる。 
主格主題を表わす｢は｣は前述の通りまだ議論の余

地があるが、それに続く内部構造を知らなくても使

用可能なものであるので、ローカルの｢は｣は第 3 段

階で習得されると考えられる。 
そして、ローカル｢が｣及び｢を｣は句構造の知識が

でき、述部との統語的照応ができるようになった第

4 段階で使い分けができるようになる。同様に、

Kawaguchi (2001)で示されているように(表 2 参照)、
他の格助詞、例えば、動作の場所を表す｢で｣と存在

の場所を表す｢に｣なども、第 4 段階で他の助詞との

適切な使い分けが可能となると思われる 8。 
従属節中の｢が｣は主文主語との照応が必要となる。

したがって、これは表 2 には示されていないが、表

1 の第 5 段階に属する。また、グローバルの｢は｣と

｢が｣については、文を超えたさらに大きな談話要素、

既知情報か未知情報か、どこに焦点が当てられるか

という視点の問題も関わってくるので第 5 段階後半、

あるいは次の段階に属すると考えられる。 
3.2 ヴォイスの習得について 
表 2 の Kawaguchi の研究(Di Biase & Kawaguchi in 

press; Kawaguchi 2001)は Lexical-Functional Grammar
に基づいた文構造の分析から、その発達段階の仮説

をたて、横断および縦断研究によって示したもので

ある。表 2 から、第 4 段階になって受身、授受表現

や使役文が発話可能となることがわかる。 
日本語のヴォイス習得研究において、その習得に

はその構造のみならず、視点をどこに置くかという

問題が伴うと指摘されている。水谷 (1985)は英語

話者と日本語話者の視点の取り方の違いを事実志向

型と立場志向ということばで説明し、英語話者は事

実志向が強く、日本語話者は立場志向が強いと述べ

ている。たとえば、日本人なら｢足を踏まれた｣と言

うところを、英語話者は｢誰かが私の足を踏んだ｣と

いう形でその事象をとらえ、そのまま表現してしま

う。すると、日本人にとってはまるで自分が関わっ

ていない、他人事のような表現になってしまうので

ある。 

表３ 複文における視点の習得段階：特徴と文例                   [  ]は学習者のレベルとＬ１を示す。  

段階 特徴（複文の主語数等） ｢ねじれ文｣の可能性 

異なる２主語の複文 不自然だが誤解されない 

第１段階 (1) ぼくは先生に｢おくれました。すみません。｣といって先生がおこって私に｢きょうしつのそとに

いきなさい｣といって私はいちにちきょうしつのそとにたった。[中級前期・英語] 

異なる主語のうち一方を省略 
主語省略の過剰般化(overgeneralization) 

*｢ねじれ文｣の可能性あり 

第２段階 (2) 日本人はアメリカのどこから来たについて聞いて、アメリカ人じゃありませんから、困っていま

した。[中級中期・英語] 
(3) 電車がすごくこんでいてとなりの女性がくちびるで口べにつけて駅のトイレでシャツをあらっ

た。 [中級後期・英語(中国語)] 

１主語の複文(片方の節は受身文)が出

始めるが、安定していない ｢ねじれ文｣の可能性あり 

第３段階 **(4)１回目：友達は春休みに旅行しないかと私に聞いて、私はお金なしひまもないと答えた。     
２回目：私は春休みに旅行しないと聞かれて、お金もひまもないと答えました。 

[上級前期・中国語] 

１主語の複文で、安定している。 主語は同一なので、省略しても｢ねじれ文｣にならない。 
第４段階 **(5)１回目：一郎に旅行さそわれたけど、あのやつきらいだから、行く気持ちがぜんぜんなくて、 

お金もひまもないと答えた。                                [上級後期・中国語] 

*. (2)は「日本人にアメリカのどこから来たか聞かれて」の意、(3)は「隣の女性に口紅をつけられて」の意。このように「ねじれ

文」になるかどうかは従節の従属度（｢て形｣は従属度が高い）、主節に｢は｣が使われているか「が」が使われているか、アス

ペクト（「困っていました」）等による。 
**. (4)(5)はプロセス調査の例で、2 回答えてもらった。第 3 段階では 2 回目で、第 4 段階では 1 回目から視点の統一がとれている。 

（田中真理 1996 ｢視点・ヴォイスの習得：文生成テストにおける横断的及び縦断的研究｣『日本語教育』88，104-116.の表１より

一部変更して引用） 
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大塚 (1995)は横断及び縦断調査を行い、｢～てい

く、～てくる、～てあげる、～てもらう、～てくれ

る、受身、使役、～てしまう｣の使用から｢視点｣の

習得について調査分析を行った。そして、①話者の

立場から叙述する。②話者自身が関与しない情報で

は、関与者の誰かの立場に立って事態を叙述できる

ようになる。③視点を一貫した叙述ができる。④視

点人物を示す省略が増える、という４つの習得の段

階を提示した。この視点の習得は特にヴォイスの習

得には欠かせない要素である。 
前頁表３は、田中 (1996)が示す、複文における

視点、間接受身、受益文の習得段階である。受身と

いうと単文レベルで考えてしまい、助詞や動詞の活

用などに目がいってしまうが、なぜ｢能動態｣でなく

｢受身｣でなければいけないのかを考えた場合、単文

レベルでは説明できないということが、この表から

わかる。田中 (1996)では、表 3 の(2)のような｢ねじ

れ文｣つまり主語と述語が一致しない文について、

視点の統一ができないために受身文を従属文に使え

ない事が原因であると指摘している。ここで、田中

は一文内の統語上の誤用として扱っているが、これ

は 2 つの文に分かれたとしても談話レベルの視点の

統一ができていない不自然な文、あるいは聞き手に

とって理解困難な文となってしまうであろう。この

ことから、｢受身｣の習得は｢能動文｣から｢受身文｣へ

の単純な文の操作だけの問題ではないということが

伺える。 
 田中 (1996, 1997, 1999a, 1999b, 1999c, 2001)は、

横断的、縦断的手法により、英語話者の可能形、受

身、受益文と視点の習得について調査を行っている。

Implicational scaling を用いて得られたヴォイスの表

出順序は、JFL、JSL 両環境 9において、受益文⇒

直接受身文⇒間接受身文であった。下の表 4 は田中

(1999a)が一連のヴォイスに関する研究結果をもと

に立てた習得段階の仮説を示す。 
田中 (1996)は個人や母語、更に日本滞在開始時

のレベルにより習得の速さに差はあるものの、この

順序は逆行することなく、習得が進むとしている。

表 4 は英語話者の場合として仮説提示されているが、

田中 (1999b, 2001)では他言語を母語(中国語、韓国

語、マレー語等)とする学習者を対象に調査を行い、

同様の習得段階を確認している。 
ただ、英語話者の調査では｢～てくれる｣⇒｢～て

もらう｣という習得順序が顕著に見られたが、他言

語母語話者を対象に行った調査では、｢～てくれる｣

⇒｢～てもらう｣という習得順序を否定はしないが、

この二つの項目の間に大きな差は見られなかった。

一方、前述の大塚 (1995)の調査では｢～てあげる｣

｢～てもらう｣｢～てくれる｣の順で出現率が高く、田

中の、｢～てくれる｣が｢～てもらう｣に先行すると言

う結果(表 4 参照)と矛盾する。更に、留学生の作文

を分析した猪崎 (1994)の調査においては、｢受益

文｣は全く使用されず、代わりに｢受身文｣の汎用が

見られている。このように研究間で様々な結果とな

るということは、この｢受益文｣と｢受身｣に関して、

田中が習得段階(表 4)に示した第 2 段階から第 3 段

表４ ｢視点｣との関係からみた｢ヴォイス｣の習得段階(英語話者の場合)  

段階 特徴 例文 

第１段階 ヴォイスの非用（能動文や｢てくれる・てもらう｣のつかない文）  

第２段階 ①受益文（～てもらうの使用は次の段階以降） 
②受身文の形の｢出現｣：間接受身に対する受身意識 
（間接受身の代わりに直接受身や非文法的な間接受身 

が使われる） 

 

*私の手がかまれる,  
*私の足を踏まれる, 
*泥棒が財布をとられる 

第３段階 マイナス概念の明確な直接受身 立たされる, 笑われる 

第４段階 

 

①中立的な直接受身（視点統一の手段としての受身） 
②マイナス概念の明確な間接受身（formulaic なもの） 

誘われる, 言われる, 聞かれる 
財布を取られる, 足を踏まれる 

第５段階 中立な間接受身や対の自動詞を持つ間接受身 
（formulaic ではなく、自然に生成されるようになる段階） 

ガールフレンドをほめられる  
ワイシャツに口紅をつけられる 

注 1：例文の「*」は非文法的な文を示す。                     
注 2：PT の発達段階とは異なる。  
注 3：｢マイナス概念の受身｣というのは｢されたことが好ましいことではなかった｣という気持ちも含まれる受身と考えられる。 
（田中真理 1999a ｢第二言語習得における日本語ヴォイスの習得順序｣『視点・ヴォイスに関する習得研究-学習環境と contextual 

variability を中心に』平成 8~9 年度科学研究費補助金研究成果報告書 75-94.の図 1 より一部変更して引用、注 2, 3 は筆者加筆） 
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階では、どちらが先に｢習得される｣ということは言

えず、同じ習得段階に属するものと考えられるので

はないだろうか。 
以上、ヴォイスの習得研究を簡単に述べたが、こ

の田中 (1999)の示した視点との関係からみたヴォ

イスの習得段階(表 4)を Processability theory の発達

段階にあてはめてみる。田中 (1999)の第 1 段階、

第 2 段階に当たるものが、前述した Kawaguchi (表
2)のそれぞれ順に第 3 段階、第 4 段階に相当すると

思われる。更に、田中の第 3 段階は、まだ文内の統

語制約のみが機能する段階であり、表 2 の第 4 段階

後半に属する。田中の第 4、第 5 段階は｢視点の統

一｣という単文レベルを超えた統語的照応が必要と

なるので、表 2 には書かれていないが、表 1、つま

り、Pienemann (1998a)に示された第 5 段階と考えら

れる。 
3.3 日本語の発達段階モデルの再構築 
以上の研究結果をもとに、日本語の発達段階を示

したのが、表 5 である。 
研究手法が異なる研究であっても、普遍的な習得

段階が存在するのであれば、同じ結論にたどり着く

ことができるはずである。田中 (1996, 1997, 1999a, 
1999b, 1999c, 2001)が行ったような、ある特定の項

目に焦点をあてた局部的な研究の積み重ねと、

Kawaguchi (Di Biase & Kawaguchi in press; Kawaguchi 
1999, 2000, 2001) が試みているような PT の枠組み

による全体的な習得研究の組合せにより、全体的で

かつ精緻な日本語の習得段階(発話可能な段階)があ

る程度予測可能なものとなるのではないだろうか。

習得段階の全体像を把握することにより、それぞれ

の段階に応じた効果的な日本語教育カリキュラムの

作成や教授方法に示唆するものとなり、教育現場に

生かせる研究となるであろう。 
 

4. Processability Theory の今後の課題と展望 
Hudson (1993)は、Pienemann & Johnston (1987)で

提示された調査対象者の言語運用能力(proficiency)
を測るテスト(Adult Migrant Education Service scale)
の結果と Pienemann のモデルで示される発達段階を

比較し、Pienemann のモデルでは第 5 段階に属する

とされる学習者が、言語運用能力テストでは 7 レベ

ル中の 3 レベル、つまり中級程度という判定でしか

なく、PT では上級まで含めた発達段階を説明する

ことができないと批判している。 
これに対して、Tschirner(1996)では、言語運用能

力を測るテスト(ACTFL－OPI)と PT モデルで示さ

れた独語の発達段階で、学習者 6 名の言語能力を評

定し、両方の評定の妥当性を示している。表 6 にそ

の結果を示す。 

表６ 独語義務的生起箇所における語順の正用率の平均 

注：義務的生起箇所数は(  )内に提示した。+は 40 以上の義務的

生起箇所があったことを示す。 
(Tschirner, M. 1996. Scope and sequence: Rethinking beginning 
foreign language instruction. The Modern Language Journal, 80, 

発達段階 中級 中級 上級 上級
　：文法項目　　　 中 上 上

(n=2) (n=1) (n=2) (n=1)

第3段階：動詞分離
(verb separation)

第4段階：倒置
            (inversion)

第5段階：動詞後置
           (verb-end)

61% (18) 95% (19) 100% (25)

92% (20) 97% (37) 100% (40+) 100% (40+)

ACTFL Proficiency Level

0% (6) 65% (17) 98% (26) 97% (35)

5% (7)

表５ 日本語の助詞とヴォイスの発達段階 

段階 助詞 ヴォイス 

第１段階 助詞無し  

第２段階 ｛（主格主題）は｝  

第３段階 ローカル｢は｣ 
ヴォイスの非用 
能動文のみ 

第４段階 
ローカル｢が｣ 
ローカル｢を｣ 
その他助詞助詞の使い分けができるようになる 

①受益文・受身文の出現 
②マイナス概念の明確な直接受身文 
 

第５段階 
①従属節中｢が｣ 
②グローバルの｢は｣｢が｣ 

①中立的な直接受身（視点の統一ができる） 
②マイナス観念の明確な間接受身文 
③自然な形で間接受身を使いこなす 

注： 第 5 段階は、文脈情報を含めた複文レベル以上の言語処理を行う段階とするという前提で、グローバルの「は」「が」 

を第５段階に含めた。 
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1-14.の Table2 より一部変更して引用, 筆者訳) 
この表 6 から、運用力が上がるにつれ、発達段

階の高レベルのものの正用率の平均が高くなってお

り、PT の発達段階の妥当性が伺える。また、

Tschirner は、この表の第 4 段階、第 5 段階に属する

学習者は上級に属すると述べている。 
しかし、PT モデルは正用率よりもむしろ出現を

重んじるため、表 6 の OPI の判定での中級の上の

学習者は既に発達段階の段階 5 の正用率が 60％を

超えており、既に第 5 段階に到達しているとも言え

るであろう。つまり、この表に見られる結果も、

PT モデルで立証可能な範囲が中級レベルであるこ

とを示していると考えられる。 
Pienemann et al. (1993)は、運用力判定テストの評

価基準が明確ではないことを指摘しながらも、PT
で示される発達段階は運用力を測定できないことを

認めている。しかし、前述の Hudson (1993)の指摘

に対しては、PT は運用力を測る目的のものではな

いとの反論も行っている。この運用力判定テストに

おける評定の問題点については Thomas (1994)にお

いても論じられているが、果たして、OPI の判定で

の中級上と上級者の発話に現れる言語構造に差はな

いのであろうか。 
PT に基づいて行われた日本語の習得研究をみて

も、その研究で示されている言語項目は現在初級の

文法項目として日本語教育の現場で扱われているも

のである。また、日本語の習得には視点の習得が欠

かせないとも言われているが、現段階の PT に基づ

いた研究においては考慮されていない。PT に基づ

く日本語の発達段階の研究においても、表 5 に示し

たように視点の習得を考慮した発達段階の枠組みの

再構成が必要であろう。このように、｢は｣｢が｣の習

得研究や、ヴォイスにおける視点の習得など、これ

まで特定の文法項目に焦点を当て局部的に行われて

きた日本語の習得研究の成果を PT で示される言語

発達の枠組みに取り入れることにより、第二言語と

しての日本語の発達段階の予測可能な範囲が拡大し、

また、精緻化すると期待される。 
 
注 
1. 原文：This theory formally predicts which structures can be 

processed by the learner at a given level of development 
(Pienemann 1998a: xv). 

2. ZISA 研究は、1970 年代、独国に移民したイタリア人と

スペイン人労働者の独語習得を調査するために行われ

た研究プロジェクトである。調査対象者 45 名の会話を

もとにした横断的資料と、12 名の 2 年間に及ぶ縦断的

会話資料をもとに研究が行われた。 
3. 土井・佐々木(1987)では、｢Pienemann-Johnston モデル

(P-J モデル)｣として紹介されている。 
4. Multidimensional Model (Meisel et al. 1981; Pienemann 

1984, 1989; Pienemann et al. 1988, 1993)では、学習者の多

様性は発達性項目(Developmental feature)と可変性項目 
(Variational feature)を用いて説明されていた。発達性項

目というのは、言語発達上習得が必要な項目であり、

またその習得順序も決まっている項目である。可変性

項目とは第二言語社会における学習者の位置付けなど、

外的要因が深く関わっており、学習者によってその習

得に個人差が見られる項目である。しかしながら、こ

の二つに区別する基準がはっきりしない等の批判が挙

げられていた(Hudson 1993; Ellis 1994)。PT では、これ

を考慮し、この発達性、可変性の別をなくし、

Hypothetical Space という用語を用いて各発達段階にお

ける学習者の発話に見られる多様性を説明している。 
5. Pienemann (1989)では、授業効果は発達性項目のみ発達

段階の制約を受け、可変性項目については発達段階の

制約を受けないとしていた。しかし、PT (Pienemann 
1998a)では、注 3 にも示したように、全ての項目が発達

段階の制約を受けるとし、授業効果についても、その

別を排除している。 
6. Huter (1996)も PT モデルを引用しながら日本語の発達段

階を調査研究し、また、その発達段階を示しているが、

PT の発達段階の言語処理制約に基づいた段階ではない

ので、ここでは扱わない。 
7. 例えば｢ある/いる｣｢好きだ｣｢頭が痛い｣等の表現が挙げ

られる。 
8.  横林 (1995)では、中級、上級学習者の教室内会話を分

析した結果、最も多い誤用は｢で｣と｢に｣の誤選択であ

ったと報告されている。八木 (1996)の調査でも、動作

の場所を表す｢で｣と存在の場所を表す｢に｣は、｢が(中立

叙述)｣同様に正用率が約 60％と低い。一方、｢が(対象)｣、
｢で(手段)｣、｢まで｣、｢と(並列)｣、｢に(行き先)｣、｢に(動
作の先)｣、｢の｣については、正用率は約 85～100％とか

なり高いと報告されている。 
9.  日本語を日本国外で外国語として学ぶのは JFL  (Jap-

anese as Foreign Language)、日本国内で第二言語として

学ぶのは JSL (Japanese as Second Language)と区別して呼

ばれる。 
 

参考文献 
井内麻矢子 (1995)｢初級日本語学習者による助詞｢は｣｢が｣

｢を｣の習得過程｣『言語文化と日本語教育』9, 246-
256. 

今井邦彦 (1997)『言語障害と言語理論』大修館書店 
市川保子 (1989) ｢取り立て助詞｢ハ｣の誤用－談話レベル

の誤用を中心に｣『日本語教育』67, 159-164. 
石田敏子 (1991) ｢フランス語話者の日本語習得過程｣『日



 - 39 - 

本語教育』75, 64-77． 
猪崎保子 (1994) ｢日本語学習者の作文にみられるヴォイ

ス・アスペクト・ムードの習得－ケーススタディー｣

『東京外国語大学留学生センター論集』20, 197-215. 
猪崎保子 (1995) ｢中国人日本語学習者にみられる助詞の

習得について｣『東京外国語大学留学生日本語教育セ

ンター論集』21, 15-27. 
大塚純子 (1995) ｢中上級日本語学習者の視点表現の発達

について－立場志向文を中心に｣『言語文化と日本語

教育』9, 281-292.  
田中真理 (1991) ｢インドネシア語を母語とする学習者の

作文に現れる｢受身｣についての考察｣『日本語教育』

74, 109-122. 
田中真理 (1996) ｢視点・ヴォイスの習得－文生成テスト

における横断的及び縦断的研究｣『日本語教育』88，
104-116. 

田中真理 (1997) ｢視点・ヴォイス・複文の習得要因｣『日

本語教育』92, 107-118. 
田中真理 (1999a) ｢第二言語習得における日本語ヴォイス

の習得順序｣『視点・ヴォイスに関する習得研究－学

習環境と contextual variability を中心に』平成 8~9 年

度科学研究費補助金研究成果報告書 75-85. 
田中真理 (1999b) ｢文生成テストにおける日本語ヴォイス

の習得研究-L1 別分析｣『視点・ヴォイスに関する習

得研究－学習環境と contextual variability を中心に』

平成 8~9 年度科学研究費補助金研究成果報告書 95-
114. 

田中真理 (1999c) ｢Oral Proficiency Interview における日本

語ヴォイスの習得順序－文生成テストとの比較｣『視

点・ヴォイスに関する習得研究-学習環境と contextual 
variability を中心に』平成 8~9 年度科学研究費補助金

研究成果報告書 115-158. 
田中真理 (2001)『日本語の視点・ヴォイスに関する習得

研究－英語、韓国語、中国語、インドネシア語・マ

レー語話者の場合』国際基督教大学博士学位論文 
富田英雄 (1997) ｢L2 日本語学習者における｢は｣｢が｣の習

得－キューの対立が引き起こす難しさ｣『世界の日本

語教育』7, 157-174.  
土井利幸・佐々木嘉則 (1987) ｢外国語習得の自然な順序

に基づいた外国語指導を目指して－Ｐ・Ｊモデルの

紹介｣『英語教育』6 月号 43-45, 7 月号 32-34, 8 月号

28-31. 
土井利幸・吉岡薫 (1990) ｢助詞の習得における言語運用

上の制約－ピーネマン・ジョンストンモデルの日本

語習得研究への応用｣ Proceeding of the 1st Conference 
on Second Language Acquisition and Teaching, 1, 23-33. 

長友和彦 (1990) ｢誤用分析研究－日本語の中間言語の解

明へ向けて｣『第 2 言語としての日本語の教授・学習

過程の研究』平成元年度科学研究費補助金研究成果

報告書 1-53. 
長友和彦 (1991) ｢談話における｢が｣｢は｣とその習得につ

いて－Systematic Variation Model｣『言語理論と日本語

教育の相互活性化』津田日本語教育センター 10-24. 
長友和彦 (1998) ｢第二言語としての日本語の習得研究｣ 

橋口英俊・稲垣佳代子編『児童心理学の進歩 1998
年度版』日本児童研究所 79-110. 

長友和彦・法貴則子・初鹿野阿れ (1993)｢縦断的第二言語

習得研究－初級日本語学習者の中間言語｣『平成 5 年

度日本語教育学会春季大会予稿集』149-159. 
花田敦子 (1994) ｢外国人の｢は｣｢が｣の習得について｣『日

本語教育論文集』6, 福岡 YWCA 27-43． 
水谷信子 (1985) 『日英比較 話しことばの文法』くろし

お出版 
八木公子 (1996) ｢初級学習者の作文にみられる日本語の

助詞の正用順序-助詞別，助詞の機能別，機能グルー

プ別に｣『世界の日本語教育』6, 65-81.  
八木公子 (1998) ｢中間言語における主題の普遍的卓越－

｢は｣｢が｣の習得研究からの考察｣『第二言語としての

日本語の習得研究』2, 57-67. 
横林宙代 (1995) ｢中級・上級学習者の発話に現れる助詞｣

『国際言語文化研究』1, 鹿児島純心女子大学 125-
140. 

Brown, R. (1973) The first language: The early stages, Cam-
bridge, MA: Harvard University Press. 

Di Biase, B. & Kawaguchi, S. (2002) Exploring the typological 
plausibility of Processability Theory: Language develop-
ment in Italian L2 and Japanese L2, Second Language Re-
search. 

Dulay, H. & Burt, M.K. (1973) Should we teach children syntax?, 
Language Learning, 23, 245-258. 

Dulay, H. & Burt, M.K. (1974) Natural sequence in child second 
language acquisition, Language Learning, 24, 37-53. 

Dulay, H., Burt, M. & Krashen, S. (1982) Language two, NY: 
Oxford University Press. 

Ellis, R. (1993) The structural syllabus and second language 
acquisition, TESOL Quarterly, 27, 91-113. 

Ellis, R. (1994) The study of second language acquisition, NY: 
Oxford University Press. 

Glahn, G. (2001) [Review of the book Language processing and 
second language development: Processability theory], Ap-
plied Linguistics, 22, 552-554. 

Hudson, T. (1993) Nothing does not equal zero: Problems with 
applying developmental sequence findings to assessment 
and pedagogy, Studies in Second Language Acquisition, 15, 
461-493. 

Huter, K. (1996) Atarashii no kuruma and other old friends: The 
acquisition of Japanese syntax, Australian Review of Ap-
plied Linguistics, 9, 39-60. 

Jansen, L. (2000) Second language acquisition: From theory to 
data, Second Language Research, 16, 27-43. 

Kaplan, R.M. & Bresnan, J. (1982) Lexical-functional gram-
mar: A formal system for grammatical representation, In J. 
Bresnan (Ed.), The Mental presentation of grammatical re-
lations, Cambridge, MA: The MIT Press, 173-281. 



 - 40 - 

Kempen, G. & Hoenkamp, G. (1987) An incremental procedural 
grammar for sentence formulation, Cognitive Science, 11, 
201-258. 

Kawaguchi, S. (1999) The acquisition of syntax and nominal 
ellipsis in JSL discourse, In P. Robinson (Ed.), Representa-
tion and process: Proceedings of the 3rd Pacific second 
language research forum, 1, 85-94. 

Kawaguchi, S. (2000) Acquisition of Japanese verbal morpholo-
gy: Applying Processability theory to Japanese, Studia Lin-
guistica, 54, 238-248. 

Kawaguchi, S. (2001) Acquisition of L2 Japanese word order: 
Processability perspective, Paper presented at EURO SLA 
11 at University of Paderborn, September 2001. 

Krashen, S. (1981) Second language acquisition and second 
language learning, Oxford: Pergamon. 

Levelt, W. J. W. (1989) Speaking: From intention to articulation, 
Cambridge, London: MIT Press. 

Lightbown, P. & Pienemann, M. (1993) Comments on Stephen 
D. Krashen’s “Teaching issues: Formal grammar instruc-
tion”, TESOL Quarterly, 27, 717-725. 

Long, M. & Crookes, G. (1992) Three approaches to task-based 
syllabus design, TESOL Quarterly, 26, 27-56. 

Mackey, A. (1999) Input, interaction, and second language de-
velopment, Studies in Second Language Acquisition, 21, 
557-587.  

Mackey, A. & Philp, J. (1998) Conversational interaction and 
second language development: Recasts, responses, and red 
herrings?, Modern Language Journal, 82, 338-356.  

McLaughlin, B. (1978) The Monitor Model: Some methodologi-
cal considerations, Language Learning, 28, 309-332. 

Meisel, J.M., Clahsen, H. & Pienemann, M. (1981) On deter-
mining developmental stages in second language acquisi-
tion, Studies in Second Language Acquisition, 3, 109-135 

Pienemann, M. (1984) Psychological constraints of the teacha-
bility of languages, Studies in Second Language Acqui-
sition, 6, 184-214. 

Pienemann, M. (1989) Is language teachable? Psycholinguistic 
experiments and hypotheses, Applied Linguistics, 10, 52-79. 

Pienemann, M. (1998a) Language processing and second lan-
guage development: Processability theory, Amsterdam: 
Benjamins. 

Pienemann, M. (1998b) Developmental dynamics in L1 and L2 

acquisition: Processability theory and generative entrench-
ment, Bilingualism: Language and Cognition, 1, 1-20. 

Pienemann, M. & Håkansson, G. (1999) A unified approach 
toward the development of Swedish as L2. Studies in Sec-
ond Language Acquisition, 21, 383-420. 

Pienemann, M. & Johnston, M. (1987) Factors influencing the 
development of language proficiency, In Nunan D. (Ed.), 
Applying second language acquisition research, Adelaide: 
National Curriculum Research Center, Adult Migrant Edu-
cation Program, 45-141. 

Pienemann, M. & Johnston, M. (1996) A brief history of process-
ing approaches to SLA: Reply to Mellow. Second Lan-
guage Research, 12, 319-34. 

Pienemann, M. Johnston, M. & Brindley, G. (1988) Constructing 
an acquisition-based procedure for assessing second lan-
guage acquisition, Studies in Second Language Acquisition, 
10, 217-243. 

Pienemann, M. Johnston, M. & Meisel, J. (1993) The multi-
dimensional model, linguistic profiling, and related issues: 
A reply to Hudson, Studies in Second Language Acquisi-
tion, 15, 495-503. 

Sabourin, L. (2001) [Review of the book Language processing 
and second language development: Processability theory], 
Studies in Language, 24, 738-745. 

Spada, N. & Lightbown, P. (1993) Instruction and the develop-
ment of questions in L2 classrooms, Studies in Second 
Language Acquisition, 15, 205-224. 

Spada, N. & Lightbown, P. (1999) Instruction, first language 
influence, and developmental readiness in second language 
acquisition, The Modern Language Journal, 83, 1-22. 

Thomas, E. (1994) Assessment of L2 proficiency in second 
language acquisition research, Language Learning, 44, 
307-336. 

Tschirner, M. (1996) Scope and sequence: Rethinking beginning 
foreign language instruction, The Modern Language Jour-
nal, 80, 1-14. 

White, L. (1987) Against comprehensible input: The input hy-
pothesis and the development of second language compe-
tence, Applied linguistics, 8, 95-110. 

Yagi, K. (1992) The accuracy order of Japanese particles 『世

界の日本語教育』2, 15-26.  

 

みね ふゆき／お茶の水女子大学大学院 応用日本言語論講座 

mine_fuyuki@yahoo.co.jp 

 

mailto:mine_fuyuki@yahoo.co.jp


 - 41 - 

稿末資料： 日本語の助詞および動詞形態素を扱った日本語の習得研究 

研究者 調査対象者 
（母語）、人数、レベル 調査方法/分析方法 調査項目 調査結果 

猪崎 
(1994) 

留学生 49 名 
（うち中国人 3 名にインタ

ビュー分析を行った） 
初級 

作文試験 2 回（間 5 ヶ

月）、3 名に作文 6 回

（間 3 週間）とインタビュ

ーを行った 
 

ヴォイス、 
アスペクト、 
受益文 

授受表現を使用せずに受身を使う誤用が多い。 
｢～ている｣の使用が一番多く、これに｢～ていく｣｢～てく

る｣｢～てしまう｣が続く受益文は受身との混同が多い。 

猪崎 
(1995) 

中国大学生 
(中)64 名 
 

作文試験 
1 回目：日本語学習時

間約 500 時間  
2 回目：約７００時間後 

は、が、を、 
に（与格） 

｢は｣｢を｣の習得は｢が｣よりも早い。 
 
 
 
 

石田 
(1991) 

仏国大学生 
(仏)63 名 
初級 

会話資料 
大学 1 年生：2 回分 
大学 3 年生：3 回分 

/正用率 
 

助詞 
テ形 
文型 

｢を｣⇒｢は｣⇒｢が｣の順で正用率が高い。 

市川 
(1989) 

留学生 作文 
/誤用分析 

 

は ｢は｣と｢が｣の混同による誤用が多い。 
文文法レベルより談話レベルのものの習得が難しい。 
従属節内の主語名詞につく｢は｣の誤りが、｢は｣の不正

使用の約半数を占める。 
井内 
(1995) 

在日外国人 
(英)4 名 
初級 
 

クローズテスト,作文 
/正用率 

｢は｣｢が｣｢を｣ 正用順序：｢を｣⇒｢は｣⇒｢が｣ 
 

大塚 
(1995) 

留学生 
縦断研究 13 名 
横断研究 
(英)7 名 
(韓)10 名、 
(中)10 名 
中上級 

台詞のない漫画をみて

話を作る 
/平均出現率 

視点 
～ていく、 
～てくる、 
（て）あげる、 
（て）もらう、 
（て）くれる、 
受身、 
使役、 
～てしまう 

視点の習得段階 
①話者の立場から叙述する。 
②話者自身が関与しない情報では、関与者の誰かの立

場に立って事態を叙述できるようになる。 
③視点を一貫した叙述ができる。 
④視点人物を示す省略が増える。 
受益文：｢あげる｣｢もらう｣｢くれる｣の順で難しい。 
｢ていく｣よりも｢てくる｣の方が難しい。 

小森・ 
坂野 
(1989) 

留学生 
22 名 
初級  

インタビューによる発話 
/正用率 

 

用言の活用 
助詞 

肯定文は否定文より早く習得される。 
正用率から見た習得順序は以下の通りである。 
• ます/ません⇒Ａいです/Ｎです⇒て form, あります/

います。 
• と/は/の⇒で/に（存在）/に（到達点）⇒を/が(目的格) 
 

田中 
(1996) 

留学生 
１回目：１２５名 
（初級後半～上級） 
２回目：９３名 
（初級～上級） 
３回目：１3 名 
（中級～上級） 

プレースメンステスト 
絵を見て文生成テスト 

/正答数 
テストの２回目は６週間

後、３回目は９ヵ月後 
（２回目と３回目のテスト

の間、1 年間帰国してい

た学生もいる） 

視点 
複文 
受益文 
間接受身文 
 

日本に滞在する学生は、習得の速さに差はあるものの

習得の順序は仮説で立てたもの（本文表３）と同じであっ

た。 
1 年間、帰国していた学生は、帰国前に出来ていなかっ

た学生は帰国後ＪＦＬ環境で勉強しても｢視点｣｢受益｣｢間

接受身｣が習得できない。出来ていた学生は｢間接受

身｣以外のものは、わずかに進むか保持されていた。｢間

接受身｣に関しては、逆行することはあっても進むことは

なかった。 
田中 
(1997) 

JFL 
来日直後留学生 112 名 
（初級～上級） 
JSL 
10 ヶ月以上在日留学生 

38 名 
 

JFL 
絵を見て文生成テスト 
JSL 
同じテストを２回やる 
（間約１年置いた） 

/正答数 

視点 
てしまう 
複文 
名詞節 
副詞節 
受益文 
間接受身文 
直接受身文 

JFL 
レベルの上昇に伴い得点が高くなる項目： 

｢複文｣｢名詞節・副詞節の生成｣｢受益文｣ 
レベルが上がっても得点が上がりにくい項目： 

｢視点｣｢間接受身｣｢てしまう｣ 
JSL でも JFL と同様の結果が見られたが、唯一｢てしま

う｣に関しては大きく伸びを見せていた。 

田中 
(1999a) 

JFL（横断研究） 
来日直後学習者 
（英）87 名 
初級後～上級 

JSL（横断研究） 
(英)58 名 
中級前～上級 

JSL（縦断研究） 
(英)27 名 
中級後～上級 

絵を見て文生成テスト 
縦断研究グループ： 
テストは間 1 年置いて 2
回行う 

/Implicational scale 

受益文 
間接受身文 
直接受身文 
 

英語母語話者のヴォイスの習得順序： 
能動文⇒受益文（テクレル⇒テモラウ）⇒直接受身

（マイナス概念の受身⇒中立的受身・使役受身）⇒間

接受身（マイナス概念の明確な受身⇒中立的間接受

身や対の自動詞をもつ受身） 
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田中 
(1999b) 

JFL（横断研究） 
来日直後の留学生 
(英)87 名、初級後～上級 
JSL（横断研究） 
(英)58, (中)33 名, (韓)13 
(ﾏﾚｰ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ) 19 名,  
(英以外印欧語)33 名, 
他 26 名 
中級前～上級 

JSL（縦断研究） 
（英）27，（中）13，(韓)4, 
(ﾏﾚｰ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ)14,  
(英以外の印欧語)7,  
他 12 名 
中級後～上級 

絵を見て文生成テスト 
 
縦断研究グループ： 
テストは 1 年間を置いて

2 回行う 
/Implicational scale 

受益文 
間接受身文 
直接受身文 
 

ヴォイスの習得順序： 
能動文⇒受益文）⇒直接受身（マイナス概念の受身

⇒中立的受身・使役受身）⇒間接受身（マイナス概

念の明確な受身⇒中立的間接受身や対の自動詞を

もつ受身） 
英語母語話者と同じであるが、テクレル⇒テモラウの順

序は明確ではなかった。 

田中 
(1999c) 

（英・韓・中）  
30×3=90 名 
それぞれ、初級 5 名、 
中級 10 名、上級 10 名、 
超級 5 名 

Oral Proficiency Inter-
view テストを文字化した

コーパス 
/Implicational scale 

可能 
受益 
直接受身 
間接受身 
使役 
使役受身 
使役受益 
自発 

各母語で implicational relation が見られた習得順序：  
可能⇒受益文⇒直接受身（有生物主語）⇒直接受

身（無生物主語） 
初級ではヴォイスの使用は殆ど見られない。 
中級から可能形受益文の使用が始まる。 
習得順序は各言語で同じであるが、英語話者のヴォイス

の習得は韓国語話者や中国語話者に比べて遅い。 

田中 
(2001) 

絵をみて文を書くテスト： 
横断及び縦断研究 

JFL(英)90 名 
JSL 
(英)95 名、(韓)65名、 
(中)87 名、 
(ﾏﾚｰ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ) 33 名 

OPI 
(英)30 名、(韓)30名、 

(中)30 名、 

絵を見て文生成テスト, 
Oral Proficiency Inter-
view テストを文字化した

コーパス 
/Implicational scale  

可能, 
受益文 
間接受身文 
直接受身文 
 
 

環境、L1 に関係のない以下の習得順序が見られた。 
絵をみて書くテストの結果 
受益文⇒直接受身⇒間接受身（持ち主の受身） 

OPI の結果 
可能⇒受益文⇒直接受身⇒間接受身（持ち主の受

身） 
 

土井・ 
吉岡 
(1990) 

米国学生（英） 
24 名 
初級  
 
 

インタビュー 
/正用率と使用分布 

は、を 
が（目的格） 
が（主格） 

は⇒を⇒が（目的格）⇒が（主格） 
 
 

富田 
(1997) 

米大学生 
(英)29 名、(韓)3 名、 
(中)3 名 
 
 

クローズテスト 
/誤答率 

｢は｣｢が｣ 
 

誤答率の低い順から 
ローカル｢は｣⇒ローカル｢が｣⇒グローバル｢は｣⇒グ

ローバル｢が｣ 

長友 
(1990) 

留学生 
横断研究 15 名 
縦断研究 20 名 
初級 

横断研究： 
スピーチ原稿 
日記、文法テスト 

縦断研究： 
1 ヶ月間の日記 

 
/誤用数、誤用率、 

文型使用率 

は/が 
使用文型 
テ形 
形容詞過去

形 
 

テストの点の高いものは使用率も高い。 
誤用率から習得の難易度は言えない。 
教えられた文型以外の文型は全体で一例しか見られか

った。 
｢が｣のほうが｢は｣よりも誤用率が高い。 
テ形・形容詞過去の習得過程： 
正用だけの時期⇒過剰般化で誤用が見られる時期

⇒正用 
長友 
(1991) 

在日外国人 
(中)33 名、(韓)29名 
(英)12 名、(その他)9名 
上級 

ハ・ガのクローズテスト 
日本人に行ったテスト結

果と相関係数を用いて

比較 

は/が 母語別：韓⇒全体⇒中の順で日本人との相関が高い。 
韓国語母語話者以外の学習者には従属節中の｢が｣は

難しい。 
母語に関係なく、構文的制約よりも談話的制約をうける

｢は｣｢が｣の使用は困難である。 
 

長友・ 
法貴・ 
初鹿野 
(1993) 

在日外国人 
（英）3 名 
（ﾃﾞﾝﾏｰｸ）1 名 
初級 

日記、復習テスト、インタ

ビュー、自由会話 
形容詞過去：日記分析 
は・が：ﾃｽﾄの答え分析 
ね：自由会話・インタビュ

ーに見られた機能

別出現順序 

形容詞過去 
は、が 
終助詞、 
接続表現 

｢と｣で文をつなぐ誤用が見られた。 
使用された終助詞は｢ね｣だけであった。 
使用すべきところで｢が｣を用いていない。 
誤答率からみると習得順序は｢は｣⇒｢が｣である。 

花田 
(1994) 

在日外国人 
(中)４８名、(韓)22 名 
(英)14 名、(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)１名 
初級後半~中級 
 

クローズテスト は、が ｢慣用的言い回し｣｢判断文｣の｢は｣は習得しやすい。 
従属節の｢が｣や総記の｢が｣は難しい。 
在日期間と習得率は一致しない。 
韓国語母語話者は｢は｣｢が｣の習得率が高い。 
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松田・ 
斎藤 
(1992) 

在日外国人 
(韓)2 名 
初級 

縦断研究 
週 1 回 6 ヶ月計 13回 
学習場面・自由会話場

面の会話 

格助詞 対象の｢が｣を用いるべきところに｢を｣の誤選択がみられ

る。 
｢を（場所）｣を用いるべきところに｢に/で｣の誤選択がみら

れる。 
動詞の性質ではなく、名詞の影響と思われる。 
に/で（場所）の誤選択が多い 

八木 
(1996) 

留学生 17 名 
母語： 
(インドネシア、マレー、 
タイ、タガログ) 
 

作文 
/正用率 

助詞 正用率は｢は｣のほうが｢が｣よりも高い。 
正用順序：が（対象）⇒は（主題）⇒が（中立叙述）⇒

は（対照） 
助詞の正用階層： 

が（対）で（手段）,から（接）,が（接）,まで,と〔並列〕,に
（行先）,に（動作先）,の⇒を（対）,から（格）,は（主）⇒

で（場）,が（中）,に（場）,も⇒に（時）⇒は（対照） 
 

横林 
(1994) 

留学生 
中級 15 名 
上級 12 名 

教室内発話 助詞 中級では主題の｢は｣に｢が｣を用いる誤選択が多い。 
節内主語の｢が｣の習得は上級になっても難しい。 
上級では見られないが、中級では｢が（総記/対象）｣に

｢は｣を用いる誤用が見られる。 
中級上級ともにデ（場所）とに（存在）の誤選択が多い。 
ヴォイスが多い順は：受身⇒可能⇒使役 
正用順は可能⇒受身⇒使役 
受身の誤用の 9 割は｢助詞｣と｢過剰な使用｣が占める。 
 

Di 
Biase 

& 
Kawa-
guchi, 
(in press) 

濠大学生 
縦断（3 年間）:(英)1, 
横断: (英)9 

絵を見ての発話、 
自由会話 

/Implicational scale 

動詞形態素 
 

第二言語の発達段階が Processability theory に沿うこと

を示した。 

Kawa-
guchi 
(1999) 
 
 

濠大学生 
(英)8 名 

絵を見ての発話 
/Implicational scale 

動詞形態素 
名詞省略 

動詞形態素及び名詞省略の発達段階が Processability 
theory に沿うことを示した。 

Kawa-
guchi 
(2000) 

濠大学生 
縦断 
2 年間:(英)1, (仏)1 名 
3 年間:(英)1 名 
横断 
絵を見て話す・自由会話：

(英)7 
横断 
絵を見て話す： ( 英 )1, 
(韓)1, (中)1 

絵を見ての発話 
自由会話 

/Implicational scale 

動詞形態素 
与格 
語順 

動詞形態素の発達段階が Processability theory に沿うこ

とを示した。 

Kawa-
guchi 
(2001) 

濠大学生 
初級 2 名、 
中級 2 名、 
上級 3 名 
 

絵を見ての発話（授受

表現） 
/Implicational scale 

動詞形態素 
与格 
語順 

第二言語としての日本語の発達段階が Processability 
theory に沿うことを示した。 

Yagi 
(1992) 

米大学生 
38 名 
中級前期 
 
 

自由作文/正用率 助詞 正用順序からみた習得段階： 
①が（接続助詞）．から（接続助詞）⇒②に、は⇒③が

（格助詞） 
｢の｣は①か②、｢を｣は②か③に属する。 
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Processability theory and the acquisition of Japanese as a second language 
 

MINE Fuyuki 
 

Abstract 
This paper gives an outline of the Processability theory and an overview of its influence on SLA study.  

Criticisms of the theory and its validity to SLA study are also introduced.   
The acquisition of Japanese as second language based on the Processability theory is considered, along 

with a reexamination of the developmental hierarchy in comparison with the results of other Japanese acquisi-
tion studies not based on this theory. 

Some Japanese acquisition studies suggest that the key to the acquisition of the particles ‘wa’ and ‘ga’ 
and voices (passive, causative, and giving/receiving verbs) is to learn how to focus on the information, or way 
of setting the point of view (shiten), and that this is the most difficult feature of Japanese acquisition. But the 
developmental hierarchy of the processability theory applied to Japanese does not include such features, and it 
seems that the predicable range of the hierarchy is therefore limited.  

The validity of the theory is demonstrated by cross-sectional and longitudinal studies on Japanese acqui-
sition.  However, there is the possibility to expand and reveal details of the hierarchy by considering within 
the study the process of acquisition of setting the standpoint. 

 
【Keywords】Processability theory,  developmental hierarchy,  syntax,  Japanese,  point of view (shiten) 
 

(Department of Applied Japanese Linguistics, Graduate School, Ochanomizu University) 
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